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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(１)連結経営指標等



(２)提出会社の経営指標等



２【沿革】

平成24年10月 日本軽金属㈱が株式移転の方法により当社を設立

当社株式を東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場（日本軽金属㈱株

式は平成24年９月に上場廃止）

 

 また、当社の完全子会社となった日本軽金属㈱の沿革は、以下のとおりである。

（参考：平成24年10月までの日本軽金属㈱（株式移転完全子会社）の沿革）

昭和14年３月 日本軽金属㈱設立

昭和15年10月 蒲原工場アルミニウム生産開始

昭和16年９月 清水工場アルミナ生産開始

昭和24年５月 東京証券取引所等に株式上場

昭和27年10月 アルミニウム・リミテッド（現リオ・ティント・アルキャン・インク）が当社に資本参加し、

当社は同社と技術提携

昭和38年10月 いすゞ自動車㈱と折半出資により日本フルハーフ㈱設立（現連結子会社）

昭和49年10月 日軽アルミ㈱を吸収合併

昭和53年10月 日軽圧延㈱を吸収合併

昭和59年２月 新日軽㈱（実質上の存続会社）設立

昭和60年４月 ニッカル押出㈱より押出材の生産部門を営業譲受

平成元年４月 日軽化工㈱及び日軽苫小牧㈱を吸収合併

平成２年12月 新日軽㈱株式を東京証券取引所市場第二部に上場

平成３年４月 大信軽金属㈱を吸収合併

平成８年８月 東洋アルミニウム㈱発行済株式の48.85％を追加取得し、同社を関連会社化

平成11年10月 東洋アルミニウム㈱を吸収合併

平成12年８月 新日軽㈱を株式交換の方法により完全子会社化（平成12年７月 同社の株式上場を廃止）

平成14年10月 当社事業の一部を日軽金アクト㈱（現連結子会社）及び日軽パネルシステム㈱（現連結子会

社）へ営業譲渡、会社分割により東洋アルミニウム㈱（現連結子会社）へ承継

平成17年５月 東海アルミ箔㈱の第三者割当増資を引き受け、同社を子会社化（現連結子会社）

平成19年４月 当社事業の一部を会社分割により㈱エム・シー・アルミへ承継 

商号を日軽エムシーアルミ㈱に変更すると共に同社を子会社化（現連結子会社）

平成21年６月 名古屋証券取引所、福岡証券取引所及び札幌証券取引所の上場廃止

平成22年４月 新日軽㈱（現㈱ＬＩＸＩＬ）の全株式を㈱住生活グループ（現㈱ＬＩＸＩＬグループ）へ譲渡
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＜事業系統図＞

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。
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名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権
の所有
割合

（％）

関係内容

日本電極(株)
静岡県静岡市清

水区
1,200

加工製品、

関連事業

60.0

(60.0)

日本軽金属(株)はアルミニ

ウム精製用炭素材を購入し

ており、また、土地を一部

賃貸している。

役員の兼任等…有

日本フルハーフ(株)

＊３
神奈川県厚木市 1,003

加工製品、

関連事業
66.0

当社はグループ経営管理契

約を締結している。

役員の兼任等…有

フルハーフ・マハジャ

ック・カンパニー・リ

ミテッド

タイ王国

バンコク都

200

百万タイバーツ

加工製品、

関連事業

70.0

(70.0)

日本フルハーフ(株)は技術

及び販売面での協力を行っ

ている。

役員の兼任等…無

東洋アルミニウム(株)

＊１ ＊３

大阪府大阪市中

央区
8,000

箔、粉末製

品
100.0

当社はグループ経営管理契

約、技術および管理に関す

る業務委託契約を締結して

いる。

役員の兼任等…有

湖南寧郷吉唯信金属粉

体有限公司

中華人民共和国

湖南省

78

百万人民元

箔、粉末製

品

90.0

(90.0)

東洋アルミニウム(株)は技

術及び販売面での協力を行

い、また、製品の加工製造

及び販売を行っている。

役員の兼任等…有

肇慶東洋鋁業有限公司
中華人民共和国

広東省

33,350

千米ドル

箔、粉末製

品

90.0

(90.0)

東洋アルミニウム(株)は技

術及び販売面での協力を行

い、また、製品の加工製造

及び販売を行っている。

役員の兼任等…有

東海アルミ箔(株)
神奈川県横浜市

西区
781

箔、粉末製

品

100.0

(100.0)

日本軽金属(株)はアルミニ

ウム板を販売している。

役員の兼任等…有

トーヤル・アメリカ・

インコーポレイテッド

アメリカ合衆国

デラウェア州

6,000

千米ドル

箔、粉末製

品

100.0

(100.0)

東洋アルミニウム(株)は技

術及び販売面での協力を行

い、また、製品の販売及び

仕入を行っている。

役員の兼任等…有

トーヤル・ヨーロッ

パ・ソシエテ・パー・

アクシオン・サンプリ

フィエ・ユニペルソネ

ル

フランス共和国

ピレネーアトラ

ンティック県

1,600

千ユーロ

箔、粉末製

品

100.0

(100.0)

東洋アルミニウム(株)は技

術及び販売面での協力を行

い、また、製品の販売及び

仕入を行っている。

役員の兼任等…有

東洋アルミエコープロ

ダクツ(株)

大阪府大阪市中

央区
200

箔、粉末製

品

100.0

(100.0)

東洋アルミニウム(株)は原

料のアルミ箔を販売してい

る。

役員の兼任等…有

東洋アルミ千葉(株)
千葉県千葉市稲

毛区
920

箔、粉末製

品

100.0

(100.0)

東洋アルミニウム(株)は同

社よりアルミ箔（商品）を

購入している。

役員の兼任等…有

その他 45社          

（持分法適用関連会社）          

イハラニッケイ化学工

業(株)

静岡県静岡市清

水区
780

アルミナ・

化成品、地

金

26.3

(26.3)

日本軽金属(株)はケミカル

製品を販売しており、ま

た、土地・建物を一部賃貸

している。

役員の兼任等…無
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名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権
の所有
割合

（％）

関係内容

シーエムアール・ニッ

ケイ・インディア・プ

ライベート・リミテッ

ド

インド共和国

ハリヤナ州

325

百万ルピー

アルミナ・

化成品、地

金

26.0

(26.0)

日軽エムシーアルミ(株)は

技術及び販売面での協力を

行っている。

役員の兼任等…無

玉井商船(株)

＊２
東京都港区 702

アルミナ・

化成品、地

金

20.6

(20.6)

日本軽金属(株)の製品、原

材料の輸送業務を行ってい

る。

役員の兼任等…有

華峰日軽鋁業股份有限

公司

中華人民共和国

上海市

601

百万人民元

板、押出製

品

33.4

(33.4)

日本軽金属(株)は技術及び

販売面での協力を行ってい

る。

役員の兼任等…無

ノンフェメット・イン
ターナショナル・アル
ミニウム・カンパニ
ー・リミテッド
＊４

中華人民共和国

広東省

188

百万人民元

板、押出製

品

18.0

(18.0)

日軽金アクト(株)は技術面

で協力を行い、また、押出

材を購入している。

役員の兼任等…有

山東Қ林福禄好富汽車
有限公司

中華人民共和国

山東省

150

百万人民元

加工製品、

関連事業

50.0

(50.0)

日本フルハーフ(株)は技術

面での協力を行っている。

役員の兼任等…有

(株)住軽日軽エンジニ

アリング
東京都江東区 480

加工製品、

関連事業

50.0

(50.0)

日本軽金属(株)は高欄等景

観製品を販売している。

役員の兼任等…有

(株)東邦アーステック
新潟県新潟市中

央区
240

加工製品、

関連事業

31.8

(31.8)

日本軽金属(株)は天然ガス

を購入しており、また、天

然ガス鉱区の採掘・販売を

委託している。

役員の兼任等…無

日軽熱交(株)
静岡県静岡市清

水区
450

加工製品、

関連事業

50.0

(50.0)

日本軽金属(株)は熱交換器

を購入しており、また、同

社より熱交換器の加工を受

託している。

役員の兼任等…有

三亜アルミニウム(株)
大韓民国

京畿道

5,500

百万ウォン

箔、粉末製

品

33.4

(33.4)

東洋アルミニウム(株)は技

術面での協力を行い、ま

た、アルミニウム板を販売

している。

役員の兼任等…有

その他 7社          

（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載している。

２．議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合であり、内数である。

３．＊１：特定子会社である。

    ４．＊２：有価証券報告書提出会社である。

５．＊３：日本軽金属(株)、日本フルハーフ(株)及び東洋アルミニウム(株)については、売上高（連結会社相互

間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている。 

なお、主要な損益情報等は以下のとおりである。

日本軽金属(株)

(1)売上高 134,586 百万円

(2)経常利益 3,980 百万円

(3)当期純利益 1,785 百万円

(4)純資産額 54,984 百万円

(5)総資産額 195,754 百万円
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げの影響などにより個人消費は伸び悩んだが、政府お

よび日銀による経済対策・金融緩和政策が継続されたことなどを背景に経済環境が安定するとともに円安傾向が定

着したことを受けて、輸出関連企業を中心に企業収益が改善し、設備投資にも持ち直しの動



（板、押出製品） 

アルミニウム板部門においては、箔地の販売は落ち込んだが、半導体・液晶製造装置向け、鉄道向け厚板の販

売が大きく増加したほか、建材関連、輸送関連のトラック架装向け、電機・電子関連の電池ケースやパソコン筐

体向けなどで、出荷が堅調に推移した結果、販売量は前期を上回った。また、販売価格が指標となるアルミニウ

ム地金価格に連動して上昇したことや、平成27年１月に株式会社東陽理化学研究所を子会社化したことによる売

上増も寄与し、前期を大幅に上回る売上となった。 

採算面においても、販売増に加えて、プロダクトミックスの改善などにより、増益となった



（箔、粉末製品）

箔部門においては、電解コンデンサ用高純度アルミ箔は、新製品の販売が伸び悩み、輸出も減少したが、国内

向けの需要は回復傾向で推移した。また、一般箔においても、食品向けを中心に需要が停滞したが、医薬包材向

け加工箔、リチウムイオン電池外装用のプレーン箔の出荷が好調に推移したことから、部門全体の売上は、前期

を上回った。 

パウダー・ペースト部門においては、国内市場において主力の自動車塗料用アルミペーストの出荷が減少した

ほか、インキ向けも飲料容器用などで需要減となったが、粉末関連製品の出荷が堅調に推移するとともに、円安

の追い風を受けて輸出も増加したことから、前期を上回る売上となった。 

ソーラー部門においては、太陽電池用バックシートの出荷は、中国におけるユーザーの与信低下により上半期

は停滞したが、下半期においては、新規顧客開拓が進み、与信問題も解消に向かったため、大幅に増加した。し

かしながら、太陽電池用機能性インキの出荷が期を通じて低迷したことに加え、両製品とも競争激化により販売

価格が下落したことから、部門全体で前期を大きく下回る売上となった。一方、採算面では、生産・販売拠点を

中国に集約した新体制の下、材料の現地調達比率を高めるなどコスト削減に努めた結果、大幅に改善した。 

以上の結果、箔、粉末製品セグメントの売上高は前期の938億６百万円に比べ24億21百万円(2.6%)増の962億27

百万円、営業利益は前期の28億89百万円に比べ12億94百万円(44.8%)増の41億83百万円となった。 

 

(2）キャッシュ・フロー

 当期末における連結ベースの現金および現金同等物については、前期末に比べ121億64百万円（29.2%）減少の

294億33百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当期における営業活動によるキャッシュ・フローは117億80百万円の収入となった。これは税金等調整前当期純

利益や減価償却費などの非資金損益項目が、法人税等の支払などによる支出を上回ったことによるものである。な

お、営業活動によるキャッシュ・フロー収入は前年同期と比べ63億68百万円減少しているが、これは主にたな卸資

産の増減額が増加したことなどによるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当期における投資活動によるキャッシュ・フローは71億19百万円の支出となった。これは、主として有形固定資

産の取得による支出によるものである。なお、投資活動によるキャッシュ・フロー支出は前年同期と比べ118億79

百万円減少しているが、これは主に投資有価証券の減資払戻による収入があったことや、投資有価証券の取得によ

る支出が減少したことなどによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当期における財務活動によるキャッシュ・フローは175億81百万円の支出となった。これは、主として長期借入

金の返済による支出があったことによるものである。なお、財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の57

億62百万円の収入に対し、当期は175億81百万円の支出となっているが、これは主に前期において社債の発行によ

る収入があったことや当期において長期借入れによる収入が減少したことなどによるものである。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績及び受注状況

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等

は必ずしも一様でなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額

あるいは数量で示すことはしていない。

 このため、生産実績及び受注状況については、「１．業績等の概要」におけるセグメント業績に関連付けて示し

ている。

(2）販売実績

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％）

   アルミナ・化成品 31,299 7.6

   地金 83,040 8.7

  アルミナ・化成品、地金 114,339 8.4

   板製品 38,687 26.1

   押出製品 44,136 8.7

  板、押出製品 82,823 16.2

   輸送関連製品 67,519 5.0

   電子材料 4,906. 0化. 関266 8..



３【対処すべき課題】

今後のわが国経済の見通しとしては、円安基調の継続を受けて輸出産業を中心に企業収益が回復するとともに、

雇用・所得環境の改善により個人消費が底堅く推移し、緩やかに回復していくことが期待される。 

一方、海外においては、米国経済の堅調な回復が見込まれるが、中国・東南アジア諸国の経済成長の鈍化に加

え、原燃料価格の大幅な変動などの懸念要素もあり、先行きを楽観できない状況が続くものと思われる。 

このような状況の中、当社グループは、平成27年度が最終年度となる中期経営計画に掲げられた以下の基本方針

に基づく施策に継続して取り組んでいくことにより、あらゆる変化と事態に対応し、成長を持続できる経営基盤の

確立を目指す。 

① 地域別×分野別戦略による事業展開 

② 新商品・新ビジネスによる成長ドライバー創出 

③ 企業体質強化 

こうした目標達成に向けて、純粋持株会社である当社を中核として、グループの経営管理手法として取り入れて

いる商品別損益管理の浸透と徹底を図るとともに、グループ各社・各部門の横断的な開発活動である「横串開発」

の活発化など様々な場面においてグループ連携を一層拡充させていくことにより、競争力の強化を推進する。 

また、成長や需要増が見込まれる地域・製品を的確にとらえて経営資源を集中的かつ効率的に投入していくとと

もに、すでに事業展開している分野においては、収益の安定・拡大に向けた施策を実施する。加えて、海外展開に

おいても重要な要素である人財の育成強化にも努める。 

さらに、アルミナ事業の収益回復を最重要課題と位置付けている。アルミナ事業は、売上には持ち直しの動きが

見られるものの、急激な円安による輸入原材料の調達コスト上昇などにより、利益面では依然として厳しい状況が

続いている。当社グループでは、アルミナ事業の安定的な収益基盤の確立のため、顧客の視点に立ち、営業・開

発・製造を一体化したビジネス・ユニット制の下、適正価格の追求や高付加価値製品への構造転換、輸出の強化等

に注力する。 

また、企業価値の根幹をなす企業の社会的責任（ＣＳＲ）については、アルミニウムのポテンシャルを最大限に

引き出した環境配慮型製品の開発や環境負荷の軽減活動に引き続き注力していくとともに、当社グループの海外進

出に伴い、国家間や民族間における様々な差異に配慮したダイバーシティ・マネジメントの推進、さらには、進出

国・地域の労働慣行や人権の尊重にも配慮した経営を行う。 

なお、平成26年４月に、日本軽金属株式会社は、ポリ塩化アルミニウムまたは硫酸アルミニウムの取引に関して

独占禁止法違反の疑いがあるとして公正取引委員会による立入検査を受けた。こうしたことを受けて、当社グルー

プとしては、独占禁止法を含めた法令遵守態勢の強化に全力を挙げて取り組む。 

 

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

１．基本方針の内容

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社を支える様々なステークホルダーとの信

頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければな

らないと考える。

したがって、当社は、特定の者又はグループ（特定の者又はグループを以下「買付者」という。）による、当社

の財務及び事業の方針の決定を支配することを目的とする当社株式の大規模な買付行為や買付提案



２．基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループは、「アルミとアルミ関連素材の用途開発を永遠に続けることによって、人々の暮らしの向上と地

球環境の保護に貢献していく」



② 特別委員会の設置

本プランにおいて当社が設定した大規模買付行為を行う際の情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルー

ル」という。）が遵守されたか否か、あるいは大規模買付ルールが遵守された場合でも、当該大規模買付行為が当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由として対抗措置をとるか否かについて

は、当社取締役会が最終的な判断を行うが、本プランを適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなさ

れることを防止し、その判断の合理性・公正性を担保するため、特別委員会規程を定めるとともに、特別委員会を

設置する。特別委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営

陣から独立している社外取締役、社外監査役又は社外有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任

する。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かを判断するに先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非

について諮問し、特別委員会は当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為について

慎重に評価・検討のうえで、当社取締役会に対し対抗措置を発動することができる状態にあるか否かについての勧

告を行うものとする。当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重したうえで対抗措置の発動について決定す

ることとする。特別委員会の勧告内容については、その概要を適宜公表することとする。

 

③ 大規模買付ルールの概要

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、事前に大規模買付ルールに従う旨の誓約など、一定の

事項を記載した意向表明書を提出するものとする。当社取締役会は、意向表明書を受領した日の翌日から起算して

10営業日以内に、大規模買付者に対して、大規模買付行為に関する情報として当社取締役会への提出を求める事項

（以下「評価必要情報」という。）について記載した書面（以下「評価必要情報リスト」という。）を交付し、大

規模買付者には、評価必要情報リストの記載に従った評価必要情報の提出を求める。大規模買付行為は、大規模買

付者が当社取締役会に対し評価必要情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社

全株式の買付の場合は最長60日間又はその他の大規模買付行為の場合は最長90日間の取締役会評価期間経過後のみ

に開始されるものとする。取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて独立した第三者である外部専門家

等の助言を受けながら、提供された評価必要情報を十分に評価・検討し、特別委員会からの勧告を最大限尊重した

うえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表する。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大

規模買付行為に関する条件改善について交渉することや、当社取締役会として株主へ代替案を提示することもあ

る。

 

④ 大規模買付行為がなされた場合の対応方針

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当社取締

役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その

他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとることにより大規模買付行為に対抗する場合がある。なお、大規模買

付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者側の事情をも合理的な範囲で十分勘案し、少な

くとも評価必要情報の一部が提出されないことのみをもって大規模買付ルールを遵守しないと認定することはしな

いものとする。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であっ

たとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主を説得するに留

め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとらない。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株

主において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等を考慮のうえ、判断すること

になる。

ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、当社に回復し難い損害を

もたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断し、かつ対抗措置を

発動することが相当であると認められる場合には、例外的に当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲で、新株予約権の無償割当等の対抗措置の発動を決定することが

できるものとする。

当社取締役会は、対抗措置の発動の是非について判断を行う場合は特別委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置

の必要性、相当性等を十分検討したうえで対抗措置発動又は不発動等に関する会社法上の機関としての決議を行う

ものとする。

また、当社取締役会は、特別委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動の決議について株主の意思を確

認するための株主総会（以下「株主意思確認総会」という。）の開催を要請する場合には、株主が本プランによる

対抗措置を発動することの可否を十分に検討するための期間（以下「株主検討期間」という。）として最長60日間

の期間を設定し、当該株主検討期間中に当社株主意思確認総会を開催することがある。

株主意思確認総会において対抗措置の発動又は不発動について決議等がなされた場合、当社取締役会は、当該株

主意思確認総会の決議等に従うものとする。したがって、当該株主意思確認総会が対抗措置を発動することを否決

する決議等がなされた場合には、当社取締役会は対抗措置を発動しない。
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⑤ 本プランの有効期限

本プランの有効期限は、平成28年６月30日までに開催される当社第４回定時株主総会の終結の時までとする。

 

４．本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を

  目的とするものではないこと

 

① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足している。

また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏

まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっている。

 

② 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主

が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主のために買付者

と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目

的をもって導入したものである。

本プランは、株主の承認を得て発効したものであり、株主が望めば本プランの廃止も可能であることは、本プラ

ンが株主共同の利益を損なわないことを担保していると考えられる。

また、当社取締役は当社の定款において、その任期は１年と定められている。したがって、毎年の当社定時株主

総会における取締役の選任議案に関する議決権の行使を通じても、本プランに関する株主の意向を反映することが

可能となっている。

 

③ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見の取りまとめ、代替案の提示、もし

くは大規模買付者との交渉を行い、又は対抗措置を発動する際には、独立した第三者である外部専門家の助言を得

るとともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される特別委員会へ諮問し、同委員会の勧

告を最大限尊重するものとされている。

また、その勧告内容の概要については株主に公表することとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に適うように本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保されている。

 

④ デッドハンド型やスロー・ハンド型の買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することができるも

のとされており、当社の株式を大量に買い付けようとする者が、自己の指名する取締役を当社株主総会で選任し、

かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能である。

従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止

できない買収防衛策）ではない。

また、当社の取締役任期は１年のため、本プランは、スロー・ハンド型買収防衛策（取締役の交替を一度に行う

ことができないため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもない。
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４【事業等のリスク】

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの財政状態及び経営成績

等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあると考えている。

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年６月24日）現在において当社グループが判断

したものである。

(1）経済情勢及び景気動向等

 当社グループは、コモディティビジネスから脱却して経済情勢及び景気動向に左右されにくい強固で安定した経

営基盤の構築を目指して事業運営をしているが、当社グループの製品需要は販売している国・地域の経済情勢及び

景気動向の影響を免れるものではなく、特に日本国内の景気後退による需要の縮小、あるいは顧客ニーズの大幅な

変化は、販売減少等により当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性がある。

(2）為替相場の変動

 当社グループの外貨建ての売上、費用、資産、負債等の項目は、連結財務諸表作成のために邦貨換算しており、

換算時の為替相場により現地通貨ベースの価値に変動がなくても邦貨換算後の価値に影響を及ぼす可能性がある。

また、当社グループは、為替変動が財政状態及び経営成績等に及ぼす影響を軽減するために、外貨建ての資産・負

債の一部について先物為替予約によりヘッジを実施しているが、為替変動が当社グループの財政状態及び経営成績

等に影響を及ぼす可能性がある。

(3）金利動向

 当社グループの金融機関等からの借り入れには変動金利によるものが含まれており、これに係る支払利息は金利

変動により影響を受ける。当社グループは、金利変動が財政状態及び経営成績等に及ぼす影響を軽減するために、

変動金利





６【研究開発活動】

 当社グループは、アルミニウムに関する経営資源をベースに、付加価値の高い機能材料と加工品を事業展開し、収

益基盤を拡大することを事業戦略の力点に置いている。特に、アルミ素材関連の基礎技術に磨きをかけ、この技術を

活かした新商品・新技術の創造を推し進めるとともに、グループ全体の有機的な連携を強め、高い付加価値商品・サ

ービス群で構成された成長を持続する企業集団としての姿を追求している。

 現在、当社グループは、技術・開発統括室を中心に、従来の組織分野ごとに蓄えられた知的資源・情報・技術を統

合し、組織横断的に市場ニーズに対応する「横串活動」へと展開し、市場競争力のある付加価値の高い製品の開発を

進めている。

 また、日本軽金属㈱グループ技術センターは、マトリクス組織を導入し、永年培ってきた材料・表面処理・解析設

計・接合加工・分析の技術を活かしながら、「横串活動」に積極的に参画している。さらに、生産・販売に直結した

技術・製品開発体制を整備し、また、高度化・多様化する市場・顧客ニーズに即応可能な技術サービス力の充実を図

ることにより、収益拡大に貢献する新製品・新技術の開発を進めている。

 当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費は44億95百万円であり、各セグメントにおける研究目的、

主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりである。

（アルミナ・化成品、地金）

 当社グループのアルミナ・化成品の製造部門を中心に、アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品の高品質・高

付加価値化に関する開発及び新用途開発等を行っており、多角的な視野から研究開発を進めている。

 地金に関しては、日本軽金属㈱グループ技術センターを中心に、各ユーザーのニーズの多様化に対応するため、顧

客毎の仕様に合わせた合金を開発している。

 当セグメントに係る研究開発費は５億７百万円である。

 

（板、押出製品）

 日本軽金属㈱グループ技術センターを中心に、自動車や鉄道等の軽量化に適合するアルミニウム板、押出材の開発

及びその量産技術、需要拡大につながる新規応用製品の開発等を行っている。

 当連結会計年度には、アルミ製メガソーラー用架台「アルソルメガ®」のラインナップとして、傾斜地対応仕様の

モデルを商品化した。

 当セグメントに係る研究開発費は13億48百万円である。

 

（加工製品、関連事業）

 日本軽金属㈱グループ技術センターを中心に、電子材料、景観関連製品、輸送関連製品、アルミニウム建築構造部

材等のアルミニウム加工製品関連の研究開発を行っている。

 当セグメントに係る研究開発費は12億５百万円である。

 

（箔、粉末製品）

 東洋アルミニウム㈱を中心に、アルミ箔、アルミペースト、粉末製品等に関する基礎研究、応用研究を行い、新素

材や高機能材料等の開発を行っている。

 当連結会計年度には、油分をはじくアルミニウム素材「トーヤル ウルトラロータス®」を開発した。

 当セグメントに係る研究開発費は14億35百万円である。 
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②資金需要・調達及び流動性について

 当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、充分な流動性の維持に留意している。当社グループの資金

需要としては、製品製造のための原料及び操業材料の購入、製造費、販売費及び一般管理費等の営業活動に係る運

転資金需要、製造設備の購入及び事業買収等の投資活動に係る長期資金需要がある。

 当社グループは、資金調達に当たって資金の安定性強化と資金コストの低減に傾注しつつ、社債の発行や、主力

銀行をはじめとする幅広い金融機関からの借り入れによる調達を行なっている。

 また、流動性に関して、当社グループは金融情勢の変化等を勘案しながら、現金同等物の残高が適正になるよう

に努めている。

 当社グループの営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度181億48百万円、当連結会計年度117億80

百万円であり、キャッシュ・フローの水準としては比較的安定していると当社グループは考えているが、将来の当

社グループの成長を維持するために必要な運転資金及び長期資金を調達するためには、必ずしも充分ではない可能

性があると認識している。将来の成長を維持・加速するために必要な資金は、基本的に新商品・新規事業の創出に

よる売上、収益の拡大を通じて営業キャッシュ・フローの増大により確保していく方針である。
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会社名 事業所 
（所在地） 

セグメント
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 従業
員数
(人) 
(注) 
５ 

摘要 建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
(百万円) 

東洋アルミ

ニウム㈱ 

八尾製造所 

(大阪府八尾市) 

箔、粉末 

製品 
生産設備 1,201 657 

7,464 

(72) 

<3> 

479 9,801 299 

(注)６ 

賃借料 

9百万円 

東洋アルミ

ニウム㈱ 

新庄製造所 

(奈良県葛城市) 

箔、粉末 

製品 
生産設備 994 648 

1,757 

(44) 

<9> 

97 3,496 194 

(注)６ 

賃借料 

17百万円 

東洋アルミ

ニウム㈱ 

群馬工場 

(群馬県伊勢崎

市) 

箔、粉末 

製品 
生産設備 837 422 

2,145 

(80) 
47 3,451 177  

 7 8 記151 8 (8 )2 2 8 (8 (8 製製 8 品8 製 非 8 4 7

♆ 2 ♆ 製







（ⅲ）承継会社等の新株予約権の目的である株式の数

   当該組織再編等の条件等及び下記を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定する。な

お、転換価額は、上記（注）２（ロ）と同様の調整に服する。

（x）合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権

を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継

会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行

使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普

通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社

等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき

るようにする。

（y）上記（x）の場合以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株

予約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当

該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるよう

に、転換価額を定める。

（ⅳ）承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

   承継会社等の新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、

本社債の額面金額と同額とする。

（ⅴ）承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日又は承継会社等の新株予約権が交付された日のいずれか遅い方の日

（当日を含む。）から、上記（注）３に定める本新株予約権の行使期間の満了日（当日を含む。）

までとする。

（ⅵ）承継会社等の新株予約権の行使の条件

承継会社等の新株予約権の一部行使はできないものとする。

（ⅶ）承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

   承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本

金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

（ⅷ）組織再編等の際の新株予約権の行使

承継会社等について組織再編等が行われた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。

（ⅸ）その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はない。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式 
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高

（百万円）

 平成24年10月１日 545,126 545,126 39,085 39,085 23,502 23,502

（注）発行済株式総数並びに資本金及び資本準備金の増加は、会社設立によるものである。
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（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
 単元未満 
株式の状況 

（株） 
政府及び 
地方公共 

団体 

金融 
機関 

金融商品取
引業者 

その他 
の法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数（人） 1 66 78 747 204 29 45,551 46,676 － 

所有株式数

（単元） 
1 2,125,117 175,820 419,203 819,547 1,779 1,902,874 5,444,341 691,949 

所有株式数の

割合（％） 
0.00 39.04 3.23 7.70 15.05 0.03 34.95 100.00 － 

（注）１．当社は、平成27年３月31日現在自己株式を1,137,684株保有しているが、このうち1,137,600株（11,376単

元）は「個人その他」に、84株は「単元未満株式の状況」にそれぞれ含めて記載している。

       ２.「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が9,700株（97単元）含まれている。

 

（７）【大株主の状況】

    平成27年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中  

総
ƒ総 （信託Ų （信託Ų Ʈ 所木 所  総 て所 総 総





（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,137,600 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   543,296,500 5,432,965 同上

単元未満株式 普通株式       691,949 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数            545,126,049 － －

総株主の議決権 － 5,432,965 －

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が9,700株（議決権の数97個）含まれている。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

当社
東京都品川区東品川

二丁目２番20号
1,137,600 － 1,137,600 0.21

計 － 1,137,600 － 1,137,600 0.21

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はない。
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３【配当政策】

 当社の利益配分については、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、中長期的な視点から連結業績等を総合的に勘

案し、株主への配当を実施することを基本方針としている。

 また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。

 内部留保資金については、さらなる財務体質の強化のために有利子負債削減の原資として活用するほか、新規事業

の展開、新技術・新製品の開発等の投資に充当し、長期的に株主の利益拡大に寄与していく。

 上記の点をふまえ、当事業年度の剰余金の配当については、１株当たり５円の期末配当を実施する。

 当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めている。剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

 なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり配当額 

（円）

平成27年６月24日 

定時株主総会決議
2,720 5

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 118 164 193

最低（円） 65 95 132

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 1
22 6） 2 2 2） 1 2） 1 11









 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役   浜村 承三 昭和29年８月４日 

 
昭和56年４月 日本軽金属株式会社入社 

平成19年４月 

 

平成20年９月 

日軽エムシーアルミ株式会

社執行役員 

ニッケイ・エムシー・アル

ミニウム（タイランド）・

カンパニー・リミテッド社

長 

平成22年４月 日軽エムシーアルミ株式会

社代表取締役社長（現任） 

平成27年４月 当社日軽金事業グループメ

タル・産業部品事業担当

（現任） 

日本軽金属株式会社取締

役、常務執行役員（現任） 

平成27年４月 当社執行役員 

平成27年６月 当社取締役、日軽金事業グル

ープ日軽エムシーアルミ事業

担当（現任） 
 

（注）３ 2 

取締役   小野 正人 昭和25年11月４日 

 
昭和49年４月 株式会社第一勧業銀行入行 

平成19年４月 株式会社みずほフィナンシ

ャルグループ副社長執行役

員 

平成19年６月 同社取締役副社長 

平成20年６月 日本ハーデス株式会社執行

役員副社長 

平成21年６月 同社代表取締役副社長 

平成23年６月 同社代表取締役副会長 

平成24年４月 同社取締役 

平成24年６月 株式会社トータル保険サービ

ス代表取締役社長（現任） 

平成24年６月 日本軽金属株式会社社外取締

役 

平成24年10月 当社社外取締役（現任） 
 

（注）３ なし 

取締役   林 良一 昭和26年６月６日 

 
昭和49年４月 三菱商事株式会社入社 

平成14年４月 同社海外石油事業ユニットマ

ネージャー、石油海外事業企

画室長 

ペトロダイヤモンドジャパン

株式会社取締役 

平成19年４月 三菱商事株式会社理事、炭

素・ＬＰＧ事業本部長 

平成24年３月 エムエムピー株式会社代表取

締役社長 

平成24年７月 

 

平成25年６月 

三菱商事株式会社エネルギー

事業グループ顧問 

当社社外取締役（現任） 
 

（注）３ 10 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   朝日 格 昭和26年２月28日 

 
昭和50年４月 日本軽金属株式会社入社 

平成10年11月 同社板事業部営業第二部長 

平成18年10月 同社執行役員、板事業部長 

平成21年４月 同社グループ営業促進担当 

平成21年５月 同社大阪支社長、名古屋支社

長 

平成23年６月 同社常勤監査役 

平成24年10月 当社常勤監査役（現任） 

日本軽金属株式会社監査役

（現任） 
 

（注）４ 54 

常勤監査役   松本 伸夫 昭和32年４月４日 

 
昭和56年４月 日本軽金属株式会社入社 

平成19年４月 同社メタル合金事業部管理部

長、素形材事業部管理部長 

平成21年４月 同社監査室長 

平成24年６月 同社常勤監査役 

平成24年10月 当社常勤監査役（現任） 

日本軽金属株式会社監査役

（現任） 
 

（注）４ 25 

監査役   福井 康司 昭和26年３月１日 

 
昭和50年４月 東洋アルミニウム株式会社

（平成11年10月日本軽金属株

式会社と合併）入社 

平成19年６月 東洋アルミニウム株式会社取

締役 

平成20年６月 同社上席執行役員 

平成20年10月 

平成23年６月 

平成27年６月 

同社ＣＳＲ推進室長 

同社常務執行役員 

当社監査役（現任） 

東洋アルミニウム株式会社常

勤監査役（現任） 
 

（注）５ 9 

監査役   藤田 讓 昭和16年11月24日 

 
昭和39年４月 朝日生命保険相互会社入社 

平成４年７月 同社取締役 

平成６年４月 同社常務取締役 

平成８年４月 同社代表取締役社長 

平成18年６月 日本軽金属株式会社社外監査

役 

平成20年７月 朝日生命保険相互会社代表取

締役会長 

平成21年７月 同社最高顧問（現任） 

平成24年10月 当社社外監査役（現任） 
 

（注）４ なし 

監査役   和食 克雄 昭和13年２月22日 

 
昭和36年12月 ロー・ビンガム・アンド・ト

ムソンズ会計事務所入所 

昭和39年７月 公認会計士開業登録（現任） 

昭和58年６月 青山監査法人代表社員 

平成10年７月 同監査法人顧問 

平成17年４月 法政大学大学院アカウンティ

ング専攻教授 

平成18年６月 日本軽金属株式会社社外監査

役 

平成20年４月 法政大学大学院アカウンティ

ング専攻客員教授 

平成24年10月 当社社外監査役（現任） 
 

（注）４ なし 
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(４)当社及び子会社から成る企業集団の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

 企業集団の事業の推進における効率性を確保するために



 

(10)当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について

生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を速やかに支弁するため、毎年、一定額の予算を設

ける。ただし、支弁する費用等の総額は当該予算に限定されないこととする。

(11)その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 当社監査役に対して、取締役、執行役員及び従業員からヒアリングを実施する機会を提供するととも

に、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を行う。

 

③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 内部監査については、CSR・監査統括室（６名）が年間の監査計画に基づいて社内各部門及び子会社・関係会

社に対して行う業務執行に関する監査のほか、コンプライアンス、環境など、内部統制の有効性に関する内部監

査査、内 、わほか、の有効する 会 う業務執行にの有会査効ḓにḓが年間部監、ḓの" 有有有有係のほか、コンプライアンス、環境などを行行子コンプ、 、、行有" 効 のほかする内有 を 有のふ╬ 有 コン、コン



④社外取締役及び社外監査役

  当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名である。

役員区分 氏名 企業統治において果たす機能及び役割

取締役 小野 正人

 小野氏は、金融機関・製造業の経営に携わってきており、幅広い経験と

高度な知見に基づいた経営の監視、監督を受けることは、当社経営の公正

性確保に資すると考えている。

取締役 林 良一

 林氏は、商社・製造業の経営に携わってきており、幅広い経験と高度な

知見に基づいた経営の監視、監督を受けることは、当社経営の公正性確保

に資すると考えている。

監査役 藤田 讓

 藤田氏は、生命保険会社・運輸業等の経営に携わってきており、幅広い

経験と高度な知見を当社の監査業務に活かしていただくことは、当社の監

査体制の充実・強化に極めて有効と考えている。

監査役 和食 克雄

 和食氏は、公認会計士としての長い経験を持ち、会計業務に精通した専

門家としての立場で当社の監査業務に携わっていただくことは、当社の監

査体制の充実・強化に極めて有効と考えている。

監査役 結城 康郎

 結城氏は、当社と顧問関係のない完全に独立した立場の弁護士である。

監査体制の充実・強化のためには、会社法等の法律に精通した法律家を社

外監査役として招聘することは、極めて有効と考えている。

 社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関して当社独自の基準及び方針は定めていな

いが、東京証券取引所の基準に基づき、一般株主と利益相反の生じるおそれがない場合には、独立性があると判

断している。

  社外取締役林良一氏、社外監査役藤田讓氏、和食克雄氏及び結城康郎氏については、上記の基準により、東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定している。

 各社外役員は、それぞれの知見・経験を活かした独自の見地から取締役会において発言、提言等を行ってお

り、これにより当社の監査体制及びコーポレート・ガバナンス体制の充実・強化が図られるとともに、当社経営

に対する客観的・中立的な監視・監督が行われている。

 社外役員による監督・監査と、CSR・監査統括室、監査役及び会計監査人の相互連携並びに内部統制部門との

関係については、取締役会及び監査役会などにおいて意見交換などをするとともに、必要に応じて各部門と協議

等を行っている。また、社外監査役は、会計監査人から監査結果について報告を受けるなどしている。さらに、

社外役員は、取締役会において審議もしくは報告がなされている内部統制システムの整備と評価の状況につい

て、発言、提言などを行っている。

  社外取締役小野正人氏は元㈱みずほフィナンシャルグループ取締役副社長であり、当社は同社グループの㈱み

ずほ銀行に対して、資金の借入等がある。また、ファナック㈱の社外取締役を務めており、当社グループは同社

と製品の販売、設備の購入等の取引がある。社外取締役林良一氏は、元三菱商事㈱顧問であり、当社グループは

同社グループとの間で、製品の販売、原材料の仕入れ等の取引がある。社外監査役藤田讓氏は朝日生命保険相互

会社最高顧問であり、当社は同社と融資を受けるなどの取引を行っている。

 上記の他、社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係に該当

する事項はない。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は次の模式図のとおりである。
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 銘柄
株式数

（株）

 貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

旭精機工業（株） 53,000 10 取引先との関係の維持・強化のため

石原産業（株） 100,900 9 取引先との関係の維持・強化のため

日本ゼオン（株） 10,000 9 取引先との関係の維持・強化のため

近畿車輛（株） 21,200 8 取引先との関係の維持・強化のため

日本製紙（株） 4,152 8 取引先との関係の維持・強化のため

富士電機（株） 10,000 4 取引先との関係の維持・強化のため

関東電化工業（株） 10,000 2 取引先との関係の維持・強化のため

日産自動車（株） 1,000 0 取引先との関係の維持・強化のため

 
 

   当事業年度

   特定投資株式

 銘柄
株式数

（株）

 貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

（株）アーレスティ 657,392 505 取引先との関係の維持・強化のため

日本ガイシ（株） 167,143 428 取引先との関係の維持・強化のため

日本特殊陶業（株） 127,333 411 取引先との関係の維持・強化のため

古河機械金属（株） 1,816,730 385 取引先との関係の維持・強化のため

アサヒグループホールディングス

（株）
1 , 貸伊貸伊貸伊古河機械金

（株）
1

Ã33 貸借と

Ã33 貸借貸値

種1と ⅸ1111

1

1



 

 銘柄
株式数

（株）

 貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

澁澤倉庫（株） 100,000 34 取引先との関係の維持・強化のため

（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
33,860 25 取引先との関係の維持・強化のため

（株）ＭＡＲＵＷＡ 6,300 17 取引先との関係の維持・強化のため

旭精機工業（株） 53,000 14 取引先との関係の維持・強化のため

（株）三井住友フィナンシャルグル

ープ
3,120 14 取引先との関係の維持・強化のため

ＪＦＥホールディングス（株） 5,200 13 取引先との関係の維持・強化のため

東亜合成（株） 22,646 12 取引先との関係の維持・強化のため

（株）清水銀行 3,906 11 取引先との関係の維持・強化のため

石原産業（株） 100,900 11 取引先との関係の維持・強化のため

日本ゼオン（株） 10,000 11 取引先との関係の維持・強化のため

近畿車輛（株） 21,200 8 取引先との関係の維持・強化のため

日本製紙（株） 4,296 7 取引先との関係の維持・強化のため

関東電化工業（株） 10,000 7 取引先との関係の維持・強化のため

富士電機（株） 10,000 5 取引先との関係の維持・強化のため

日清紡ホールディングス（株） 3,498 4 取引先との関係の維持・強化のため

日産自動車（株） 1,000 1 取引先との関係の維持・強化のため

 

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 58 1 62 －

連結子会社 128 12 133 7

計 187 13 195 7
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②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

 該当事項はない。

 

（当連結会計年度）

 当社の連結子会社の一部は、当社の監査公認会計士等



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当





 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 63,279 ※１ 69,060 

短期借入金 ※１ 62,217 ※１ 70,108 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 26,384 ※１ 25,710 

1年内償還予定の社債 2,000 － 

未払法人税等 2,287 2,392 

その他 ※１ 25,353 ※１ 34,950 

流動負債合計 181,520 202,220 

固定負債    

社債 18,818 18,921 

長期借入金 ※１ 89,249 ※１ 74,251 

退職給付に係る負債 17,130 18,797 

再評価に係る繰延税金負債 452 410 

その他 ※１ 4,175 ※１ 5,293 

固定負債合計 129,824 117,672 

負債合計 311,344 319,892 

純資産の部    

株主資本    

資本金 39,085 39,085 

資本剰余金 11,179 11,179 

利益剰余金 55,633 61,639 

自己株式 △110 △112 

株主資本合計 105,787 111,791 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,399 3,493 

繰延ヘッジ損益 △10 △25 

土地再評価差額金 ※４ 145 ※４ 145 

為替換算調整勘定 2,978 6,198 

退職給付に係る調整累計額 △883 △180 

その他の包括利益累計額合計 4,629 9,631 

少数株主持分 10,778 15,963 

純資産合計 121,194 137,385 

負債純資産合計 432,538 457,277 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）            (単位：百万円)

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 39,085 11,179 55,633 △110 105,787 

会計方針のの 55,633 の 5 5  5 ,,,,,, - 資本本 本 本
5本合







４．会計処理基準に関する事項

１）重要な資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

その他有価証券

①時価のあるもの

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

②時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

（2）デリバティブ

時価法

（3）たな卸資産

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

 建物及び構築物   ２～60年

 機械装置及び運搬具 ２～22年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用

している。

（3）リース資産

①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

３）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

４）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっている。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理している。

 数理計算上の差異のうち、一括費用処理した早期退職優遇措置による退職者等に係る額以外を、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として12年）による定率法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。
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５）重要なヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっている。ただし、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を行ってい

る。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を行っている。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①通貨関連

 ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引

②金利関連

 ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金の支払金利

③商品関連

 ヘッジ手段…アルミニウム地金先渡取引 

ヘッジ対象…アルミニウム地金の販売及び購入取引

（3）ヘッジ方針

 将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金の価格変動リスク等、様々な市場リス

クの回避を目的として行っている。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、相場

変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定されるため、ヘッジ有効性の判定は

省略している。

６）のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却については、実質的判断により見積りが可能なものはその見積り年数で、その他については５年

間で均等償却している。また、金額が僅少な場合には発生日を含む連結会計年度において一括償却している。

７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなる。

８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

（1）消費税等の会計処理の方法

税抜方式によっている。

（2）連結納税制度

連結納税制度を適用している。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結

会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準

から、給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債権の期間について従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更している。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減している。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が2,320百万円増加し、利益剰余金が1,557百万円減少してい

る。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微である。 
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（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

 

(1）概要

 子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、取得関連

費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計処理の確定の取扱

い等について改正された。

(2）適用予定日

 平成28年３月期の期首から適用する。

 なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から適用する。

(3）当該会計基準等の適用による影響

 「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で未定である。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「賃貸費用」は、金額的重要性が増したため、当

連結会計年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組

替えを行っている。

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた2,165百万円は、

「賃貸費用」436百万円、「その他」1,729百万円として組み替えている。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

 前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「環境対策費」は表示方

法の見直しにより、独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の

組替えを行っている。

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」に表示していた△3,843百万円は、「環境対策費」744百万円、「その他」△4,587百万円として組み替えている。

 

 前連結会計年度において、独立掲記していた「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有価証券の売却による収

入」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示することとした。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「投

資有価証券の売却による収入」に表示していた45百万円は、「その他」として組み替えている。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

      担保に供している資産は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物及び構築物 17,700百万円 (15,883百万円) 17,375百万円 (14,678百万円)

機械装置及び運搬具 16,539 (16,539   ) 12,439 (12,439   )

工具、器具及び備品 256 (  256   ) 225 (  225   )

土地 11,638 (10,543   ) 12,215 (10,566   )

無形固定資産「その他」 385 (  －   ) 408 (  －   )

投資有価証券 67 (  －   ) 66 (  －   )

計 46,585 (43,221   ) 42,728 (37,908   )

 

      担保付債務は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

支払手形及び買掛金 3百万円 (   －百万円) 4百万円 (   －百万円)

短期借入金 4,541 ( 3,045   ) 4,801 ( 2,507   )

流動負債「その他」 24 (  －   ) 26 (  －   )

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金

含む）

8,691 ( 8,384   ) 6,521 ( 5,815   )

固定負債「その他」 767 (  －   ) 741 (  －   )

計 14,026 (  11,429  ) 12,093 ( 8,322   )

   上記のうち、（ ）内普 ,

)2)2  )2222D) (  3 ( 6 6 ( 6 ( 2 )20) )2) ( QΌ造2

) ) 2 )

))



（連結損益計算書関係）

※１ たな卸資産の収益性の低下に伴う簿価切下げの金額（△は戻入額）

前連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

△227百万円 173百万円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 
前連結会計年度 

（自 平成25年４月１日 
  至 平成26年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

荷造発送費 11,142百万円 11,487百万円 

給料手当及び賞与 16,412 16,808 

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

4,984百万円 4,495百万円 

 

※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

土地 －百万円 1,397百万円

 

※５ 減損損失

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 工場閉鎖損失に計上した減損損失412百万円のうち、重要なものは以下のとおりである。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

静岡県静岡市 事業用資産 機械装置及び運搬具、建物及び

構築物

機械装置及び運搬具      165

建物及び構築物        108

静岡県袋井市 事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び

運搬具、工具、器具及び備品

建物及び構築物        132

機械装置及び運搬具       7

工具、器具及び備品       0

      合計             412

 静岡県静岡市の事業用資産については、アルミニウム電解事業を終了したことにより、休止した固定資産を備忘価

額まで減額し当該減少額を減損損失として273百万円計上している。

 静岡県袋井市の事業用資産については、当該工場においてアルミニウム二次合金事業を終了したことにより、休止

した固定資産を備忘価額まで減額し当該減少額を減損損失として139百万円を計上している。

 なお、資産のグルーピングは、事業用資産についてはキャッシュ・フローを生み出す独立した事業部門単位毎に、

また賃貸資産についてはその管理事業所単位毎、遊休資産については物件単位毎にグルーピングを実施している。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式 545,126 － － 545,126

合計 545,126 － － 545,126

自己株式        

普通株式（注） 1,247 39 － 1,286

合計 1,247 39 － 1,286

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加39千株は、単元未満株式の買取りによる増加38千株、持分法適用会社が取得し

た自己株式（当社株式）の当社帰属分０千株である。

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
 普通株式 1,632  利益剰余金 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日

定時株主総会
 普通株式 2,176  利益剰余金 4.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日

 

- 67 -

2015/06/24 18:56:31／14073692_日本軽金属ホールディングス株式会社_有価証券報告書（通常方式）



当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式 545,126 － － 545,126

合計 545,126 － － 545,126

自己株式        

普通株式（注） 1,286 10 － 1,296

合計 1,286 10 － 1,296

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取りによる増加10千株、持分法適用会社が取得し

た自己株式（当社株式）の当社帰属分０千株である。

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額



（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

従業員の福利厚生施設（建物及び構築物）である。

②リース資産の減価償却の方法

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 ２）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりである。

（2）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として、板製品部門の製造設備における生産設備（機械装置及び運搬具）等である。

②リース資産の減価償却の方法

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 ２）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりである。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社グループでは、資金運用については主に短期的な預金等で運用し、また、資金調達については銀行借入

や社債の発行など、資金調達手段の多様化を図っている。デリバティブ取引としては、各種リスクを回避する

ための手段として金利スワップ取引・為替予約取引及びアルミニウム地金の先渡取引を利用しており、投機的

な取引は行っていない。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されているが、当該リスクに関しては、取引

先毎の期日管理及び残高管理を行うなどの方法により管理している。また、外貨建ての営業債権については、

為替の変動リスクに晒されているが、当該リスクに関しては先物為替予約を利用してヘッジしている。投資有

価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されているが、主に業務上の関係を有する企業の株式であ

り、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握している。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、概ね１年以内の支払期日である。

 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調

達である。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されているが、このうち長期のものの一部について

は、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約毎にデリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）をヘッジ手段として利用している。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略している。

 デリバティブ取引の執行・管理については、グループ経営方針に基づき制定した管理規程に基づいて行って

おり 長期デリバティブのうち、短期借入金は主に

借入金についはたしているためスたしているためスグルȾ שׁ スグ





（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 (1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(3）投資有価証券

 投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっている。

 また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）に記載している。

(4）支払手形及び買掛金、並びに(5）短期借入金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(6）社債

 社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた

現在価値より算定している。

(7）長期借入金

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下

記(8）参照）、当該スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用され

る合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっている。

(8）デリバティブ取引

（デリバティブ取引関係）注記参照。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上照表 表 られる利率照 ののを極めて困困 られる利率金算定する方法を極借入困難取引関懲困 困難（下

(( 1（下(の 取引1 1利率価 利率利率 関関1 関利 困難Τ







当連結会計年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

うち１年超 
（百万円） 

時価 

(百万円) 

原則的処理方法 為替予約取引 
売掛金 285 － （注）△１ 

買掛金 1,863 － （注） ４ 

 為替予約等の振当処理 為替予約取引 
売掛金 1,165 － 

（注） 
買掛金 390 － 

（注）時価の算定方法

 原則的処理方法によるものは、取引先金融機関から提示された価格等によっている。為替予約等の振当処理によ

るものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金

及び当該買掛金の時価に含めて記載している。

 

(2）金利関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

うち１年超 
（百万円） 

時価 

(百万円) 

原則的処理方法 
金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金 3,790 2,670 （注）△37

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金 43,844 43,238 （注）

（注）時価の算定方法

 原則的処理方法によるものは、取引先金融機関から提示された価格等によっている。金利スワップの特例処理に

よるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金

の時価に含めて記載している。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）



(3）商品関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 
（百万円） 

うち１年超 
（百万円） 

時価 
(百万円) 

ヘッジ対象に係る 

損益を認識する方法 

アルミニウム地金 

先渡取引 

売掛金 244 － （注）△6

買掛金 838 － （注） 6

（注）時価の算定方法

 取引先商社から提示された価格等によっている。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
（百万円） 

うち１年超 
（百万円） 

時価 

(百万円) 

ヘッジ対象に係る 

損益を認識する方法 

アルミニウム地金 

先渡取引 

売掛金 580 － （注）  4

買掛金 1,652 － （注）△33

（注）時価の算定方法

 取引先商社から提示された価格等によっている。
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(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 38,339百万円 43,449百万円

年金資産 △23,259  △26,856 

  15,080  16,593 

非積立型制度の退職給付債務 2,050  2,204 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 17,130  18,797 

        

退職給付に係る負債 17,130  18,797 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 17,130  18,797 

 

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

勤務費用 1,451百万円 1,868百万円

利息費用 445  442 

期待運用収益 △254  △334 

数理計算上の差異の費用処理額 520  176 

過去勤務費用の費用処理額 △40  △28 

簡便法で計算した退職給付費用 694  785 

確定給付制度に係る退職給付費用 2,816  2,909 

 

(6）退職給付に係る調整額 

 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。 

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

過去勤務費用 －百万円 78百万円

数理計算上の差異 －  △605 

合 計 －  △527 

 

(7）退職給付に係る調整累計額 

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未認識過去勤務費用 △330百万円 △252百万円

未認識数理計算上の差異 1,203  598 

合 計 873  346 

 

(8）年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

一般勘定 34％ 32％

国内債券 17  21 

外国株式 1



② 長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮している。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項 

 主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

割引率 1.5％ 1.0％

長期期待運用収益率 1.5  1.0 

 

３．確定拠出制度

 連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度２百万円、当連結会計年度３百万円である。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産      

税務上の繰越欠損金 19,614百万円   15,249百万円

退職給付に係る負債 5,943   6,243

譲渡損益調整勘定 3,254   2,906

賞与引当金 1,840   1,679

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,812   1,702

固定資産除却損否認額 918   827

その他 9,377   10,201

繰延税金資産小計 42,758   38,807

評価性引当額 △23,942   △21,087

繰延税金資産合計 18,816   17,720

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △1,187   △1,494

資本連結に係る評価差額 △1,134   △1,029

譲渡損益調整勘定 △1,061   △962

差額負債調整勘定 △390   －

その他 △417   △809

繰延税金負債合計 △4,189   △4,294

繰延税金資産の純額 14,627   13,426

 

 なお、繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

  前連結会計年度
（平成26年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 4,507百万円   5,008百万円

固定資産－繰延税金資産 10,602   9,146

固定負債－その他 △482   △728

  上記の他、「再評価に係

る繰延税金負債」452百万円

を、固定負債に計上してい

る。

 

上記の他、「再評価に係

る繰延税金負債」410百万円

を、固定負債に計上してい

る。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下である

ため注記を省略している。

  35.6％

（調整）    

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正   11.9

のれん償却額   1.5

交際費等永久に損益に算入されない項目   1.1

住民税均等割   1.0

評価性引当額の増減   △12.9

持分法による投資利益   △4.6

その他   △1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率   32.2

 

３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ

等が行われることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1％に、平成28年４

月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、32.3％となる。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は685百万円、再評価に係る繰延

税金負債は42百万円減少し、法人税等調整額が831百万円、その他有価証券評価差額金が150百万円、繰延ヘッジ損益が

0百万円、退職給付に係る調整累計額が34百万円、それぞれ増加している。 

 また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分

の65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除

限度額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の金額は1,097百万円減少し、法人税等調整額は1,097百万円増加してい

る。 
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  ㈱東陽理化学研究所及び、その子会社である東陽精密機器（昆山）有限公司

事業の内容     各種金属製品の製造、販売および金属の表面処理

(2)企業結合を行った主な理由

 当社グループの国内外における事業ネットワークおよび経営資源と㈱東陽理化学研究所の日本及び中国にお

ける経営資源を積極的に活用することを通じて、シナジーを発揮させ、また、相互の経営資源を融合させるな

どの戦略的取り組みを推進することを通じて、さらなる強固なパートナーシップを構築することを目的として

いる。

(3)企業結合日

平成27年１月20日

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)結合後企業の名称

名称の変更はない。

(6)取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率 25.3％

企業結合日に追加した議決権比率    26.3％

取得後の議決権比率          51.6％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものである。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成27年１月１日から平成27年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合直前に所有していた㈱東陽理化学研究所の普通株式の時価 64 7 比率  

取得取得 010 東陽理化 株式株式対日主な日日 対

３．被取得企業日日日 根 根 根



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。

 当社グループは、「アルミナ・化成品、地金」、「板、押出製品」、「加工製品、関連事業」及び

「箔、粉末製品」の４部門に関係する事業を主として行っており、それらの製品は、アルミニウムに関連

するあらゆる分野にわたっている。

 「アルミナ・化成品、地金」は、アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品及びアルミニウム地金・

合金を販売している。「板、押出製品」は、アルミニウム板及びアルミニウム押出製品を販売している。

「加工製品、関連事業」は、輸送関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル及び電子材料等のアルミニウム加工製

品などを販売している。「箔、粉末製品」は、箔及び粉末製品を販売している。

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間

の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）   （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

連結財務諸表
計上額 
(注)２  

アルミナ・
化成品、 

地金 

板、押出
製  品 

加工製品、
関連事業 

箔、 
粉末製品 計 

売  上  高              

外部顧客への売上高 105,488 71,274 132,261 93,806 402,829 － 402,829 

セグメント間の内部売上高又は振替高 39,064 19,273 10,164 541 69,042 △69,042 － 

計 144,552 90,547 142,425 94,347 471,871 △69,042 402,829 

セグメント利益 2,917 2,668 7,224 2,889 15,698 △3,081 12,617 

セグメント資産 113,979 87,469 132,355 98,424 432,227 311 432,538 

その他の項目              

減価償却費 4,156 4,014 3,296 4,818 16,284 151 16,435 

のれんの償却額 － － － 682 682 － 682 

減損損失 412 － － － 412 － 412 

持分法適用会社への投資額 3,543 6,509 4,506 3,045 17,603 － 17,603 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 3,141 4,163 3,247 3,153 13,704 297 14,001 

（注）１．調整額は以下のとおりである。

（１）セグメント利益の調整額△3,081百万円は全社費用である。その主なものは当社及び日本軽金属㈱の

本社の総務、人事、経理等の管理部門に係る費用である。

（２）セグメント資産の調整額311百万円には、セグメント間の資産の相殺消去△32,023百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社資産32,334百万円が含まれている。全社資産は、主に当社及び日本軽金

属㈱での余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産である。

（３）減価償却費の調整額151百万円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費である。

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額297百万円は、特定のセグメントに帰属しない全社

資産の増加額である。

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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 当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）   （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

連結財務諸表
計上額 
(注)２  

アルミナ・
化成品、 

地金 

板、押出
製  品 

加工製品、
関連事業 

箔、 
粉末製品 

計 

売  上  高              

外部顧客への売上高 114,339 82,823 138,088 96,227 431,477 － 431,477 

セグメント間の内部売上高又は振替高 47,570 22,383 11,040 572 81,565 △81,565 － 

計 161,909 105,206 149,128 96,799 513,042 △81,565 431,477 

セグメント利益 6,069 4,230 7,704 4,183 22,186 △2,881 19,305 

セグメント資産 119,824 118,974 136,224 101,476 476,498 △19,221 457,277 

その他の項目              

減価償却費 4,292 4,004 3,601 4,335 16,232 174 16,406 

のれんの償却額 － － 19 653 672 － 2 －2 －償額 9 － ø24償償6償68  8  8 7�b~�� ��8, ��8, ���� >+ U  16162 9 Ā 9999－－9







9 

Ⱦ  



【関連情報】

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略している。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高              （単位：百万円）

日本 その他 合計

335,035 67,794 402,829

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。

 

(2）有形固定資産           （単位：百万円）

日本 その他 合計

135,067 15,834 150,901

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結売上高の10％を超える顧客が存在しないため、記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略している。 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高              （単位：百万円）

日本 その他 合計

349,752 81,725 431,477

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。

 

(2）有形固定資産           （単位：百万円）

日本 その他 合計

129,381 23,854 153,235

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結売上高の10％を超える顧客が存在しないため、記載を省略している。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

セグメント情報に同様の記載をしているため、記載を省略している。 
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 203円03銭 223円27銭

１株当たり当期純利益金額 ９円43銭 17円74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ９円04銭 15円59銭

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。   前連結会計年度
(自 平成25年４月１日

至 平成26 年３月31 日)

当連結会計年度
( 自 平成26年４月１日

至 平成27 年３月31 日)１株当たり当期純利益金額  当期純利益金額（百万円）5, 12 89, 64 5普通株主に帰属しない金額（百万円）－－普通株式に係る当期純利益金額（百万円）5, 12 89, 64 5普通株式の期中平均株式数（株）54 3, 86 5, 24 654 3, 83 4, 96 2   潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  当期純利益調整額（百万円）－－普通株式増加数（株）2 3, 21 9, 17 87 5, 00 0, 00 0（うち転換社債型新株予約権付社債（株））（2 3, 21 9, 17 8）（7 5, 00 0, 00 0）希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった 潜在株式の概要－－  （重要な後発事象）該当事項はない。  - 85 -
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率 担保 償還期限 

＊１ 

第１回利払繰延条項・期限前償還

条項付無担保社債（劣後特約付・

分割制限付少人数私募） 

平成24年３月29日 3,200 3,200 2.65 無 平成84年３月29日 

＊１ 
2018年満期円貨建転換社債型新株

予約権付社債 
平成25年12月９日 15,000 15,000 － 無 平成30年12月10日 

＊２ 第１回無担保社債 平成21年９月30日 
2,000 

(2,000) 
－ 1.03 無 平成26年９月30日 

＊３ 産業開発歳入債 平成19年６月１日 
618 

[6,000千米ドル] 

721 

[6,000千米ドル] 
1.50 無 平成29年６月１日 

合計 － 

20,818 

(2,000) 

 [6,000千米ドル] 

18,921 

 
 [6,000千米ドル] 

－ － － 

１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額である。

２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりである。

銘柄 2018年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償 

株式の発行価格（円） 200 

発行価額の総額（百万円） 15,000 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額（百万円） －

新株予約権の付与割合（％） 102.5 

新株予約権の行使期間 平成25年12月23日～平成30年11月26日 

３．産業開発歳入債はアメリカ合衆国において発行したものであり、外貨建ての金額は当期末残高欄の［ ］内

に記載している。

４．会社名は以下のとおりである。

＊１：当社

＊２：東洋アルミニウム㈱

＊３：トーヤル・アメリカ・インコーポレイテッド

５．連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりである。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ － 721 15,000 －
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等



２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：百万円) 

  前事業年度 
(平成26年３月31日) 

当事業年度 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,556 3,790 

短期貸付金 ※１ 3,736 ※１ 26,792 

未収入金 ※１ 3,078 ※１ 4,357 

繰延税金資産 8 － 

その他 10 11 

流動資産合計 17,391 34,952 

固定資産    

無形固定資産 2 13 

投資その他の資産    

関係会社株式 119,967 94,880 

長期貸付金 ※１ 52,637 ※１ 80,437 

投資その他の資産合計 172,605 175,318 

固定資産合計 172,608 175,332 

資産合計 189,999 210,284 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 19,870 53,221 

未払金 ※１ 2,075 ※１ 2,293 

未払費用 ※１ 383 ※１ 386 

繰延税金負債 － 2 

その他 10 1,188 

流動負債合計 22,339 57,091 

固定負債    

社債 18,200 18,200 

長期借入金 ※２ 74,377 ※２ 58,648 

固定負債合計 92,577 76,848 

負債合計 114,917 133,939 

純資産の部    

株主資本    

資本金 39,085 39,085 

資本剰余金    

資本準備金 23,502 23,502 

その他資本剰余金 8,646 8,646 

資本剰余金合計 32,148 32,148 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 3,940 5,204 

利益剰余金合計 3,940 5,204 

自己株式 △91 △92 

株主資本合計 75,082 76,344 

純資産合計 75,082 76,344 

負債純資産合計 189,999 210,284 
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）              (単位：百万円)



【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式

 移動平均法に基づく原価法

２．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会



 

４．貸出コミットメント契約

一部の関係会社との間で貸出コミットメント契約を締結しており、貸出未実行残高等は次のとおりである。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

貸出コミットメントの総額 80,500百万円 132,500百万円

貸出実行残高 56,373 107,230

差引額 24,126 25,269

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

営業収益 4,744百万円 5,132百万円

営業費用 905 923

営業取引以外の取引高 4,769 5,394

 

※２ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

役員報酬 214百万円 222百万円

業務委託費用 651 677 
 

（有価証券関係）

前事業年度（平成26年３月31日）

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は119,967百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載していない。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は94,880百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載していない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

    当社は、親会社等はない。

２【その他の参考情報】

    当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

   （１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

        事業年度（第２期）（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        平成26年６月25日関東財務局長に提出

 

   （２）内部統制報告書及びその添付書類

        平成26年６月25日関東財務局長に提出

 

   （３）訂正発行登録書

        平成26年６月25日関東財務局長に提出

 

   （４）臨時報告書

        平成26年６月26日関東財務局長に提出

        企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書

 

   （５）訂正発行登録書

        平成26年６月26日関東財務局長に提出

 

   （６）四半期報告書及び確認書

        （第３期 第１四半期）（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

        平成26年８月６日関東財務局長に提出

 

   （７）訂正発行登録書

        平成26年８月６日関東財務局長に提出

 

   （８）四半期報告書及び確認書

       （第３期 第２四半期）（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

       平成26年11月７日関東財務局長に提出

 

   （９）訂正発行登録書

       平成26年11月７日関東財務局長に提出

 

   （10）四半期報告書及び確認書

       （第３期 第３四半期）（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）

       平成27年２月６日関東財務局長に提出

 

   （11）訂正発行登録書

       平成27年２月６日関東財務局長に提出

 

   （12）臨時報告書

       平成27年５月15日関東財務局長に提出

       企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨時報告書

 

   （13）訂正発行登録書

       平成27年５月15日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 

  平成２７年６月24日

日本軽金属ホールディングス株式会社  

   取 締 役 会 御 中  

 

  新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 斉藤 浩史 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

  公認会計士 中村 裕輔 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

  公認会計士 新居 幹也 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本軽金属ホールディングス株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査

を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

軽金属ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本軽金属ホールディング

ス株式会社の平成２７年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、日本軽金属ホールディングス株式会社が平成２７年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年６月24日 

【会社名】 日本軽金属ホールディングス株式会社 

【英訳名】 Nippon Light Metal Holdings Company, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  岡本 一郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はない。 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川二丁目２番20号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  
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